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地域医療構想と総合診療
ー医療再編時代に総合診療医が輝くために

意識するべきことを考えるー

松本晴樹
新潟県福祉保健部長

Matsumoto.Haruki.niigata@gmail.com
Twitter @harrysanhvd2017
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松本のキャリア

• 千葉大医学部卒業後、石巻赤十字初期研修

• 湘南鎌倉総合病院ER （１年）

• 厚生労働省へ入省

母子保健課 ＝ 子どもの事故予防、不妊治療

広報 ＝ 科学広報・リスコミ

厚労科研費 ＝ 競争的資金

診療報酬 ＝ 深夜手術加算、胃ろう、

医薬品等の費用対効果

（留学：ハーバード公衆衛生大学院：医療政策専攻）

医療政策 ＝ 地域医療構想

・2020年４月ー 新潟県福祉保健部長へ 2

キャリアモチベーション

• 全体のこと、システムのことを考えたい

• 効率がよいことを考えたい

• みんながハッピーになればいい

• イノベーション、ユニークなことがすき
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キャリアのきっかけ

• 医学部を目指した理由

⇒ 神戸 酒鬼薔薇事件 （高校生）

⇒ 若者にメンタルヘルスが受けられるシステムを！

• 厚生労働省に入った理由

⇒ 精神科以外にも非効率なシステムがあるのでは？

⇒ もっと効率がいいシステムづくりがしたい！
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本日のお話

1.地域医療の政策動向

2.総合診療医の必要性がなぜ高まっ
ているのか？

3.何がボトルネックなのか？
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地域医療構想の経緯
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医療を取り巻く状況の変化

• 人口構造変化

• 医師はたらき方改革への対応

• 後期高齢者以外の医療ニーズは今後、大幅
に減少傾向

• 医療技術の高度化と集約化により、

「集約された高度急性期病院」の近隣の
「急性期」病院は戦略変更を余儀なくされる
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75歳以上の高齢者数の急速な増加

人口(万人)
(％)

人口ピーク(2004年)
12,779万人

平成２９年推計値(日本の将来人口推計)実績値(国勢調査)

高齢者数のピーク
3,878万人(2042年)

14歳以下人口

15～64歳人口

65～74歳人口

75歳以上人口

65～74歳人口の割合

75歳以上人口の割合

13.3%
(2016)

11,913

1,428

2,288

6,875

1,321

19.2%

8,808

1,133

2,248

4,529

898

12.9%

25.5%

13.9%
(2016)

12.0%

7,656

1,768

1,691

12,693

1,578

資料：2016年までは総務省統計局「国勢調査」および「人口推計」、2020年以降は国立社会保障・人口問題研究所「日本の将来推計人口（平成29年4月推計）中位推計」 8
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出典：新潟県統計課「人口時系列データ」、 社会保障・人口問題研究所 「日本の地域別将来推計人口（平成30（2018）年推計）」

○ 既に「０～14歳」、「15～64歳」は減少
○ 「65～74歳」は今後減少
○ 後期高齢者「75歳以上」の割合は増加が続く

65～74歳人口の割合は横ばい

人口減少と後期高齢者の増加は確実に起こる未来（新潟県の将来推計人口）

75歳以上人口の割合は
増加が続く
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（万人）

推計値実績値

○ 今後の入院ニーズの多くは後期高齢者
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年齢階級別の推計入院患者数（一般病床）

０～14歳 15～64歳 65～74歳 75歳以上

資料：平成29年患者調査（厚生労働省）、社会保障・人口問題研究所 「日本の地域別将来推計人口（平成30（2018）年推計）」

75歳未満の入院
ニーズは減少

入院ニーズの多く
は後期高齢者に

地域医療構想の必要性「その２」 ～人口構造と入院医療ニーズの変化への対応～
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（千人）

入院患者の６割程度は後期高齢者となる見込み

背景・問題意識 その①（人口減少、後期高齢者の増加）
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○ 今後の入院需要は、総合的な診療が求められるような（医療資源投入量がそれほど多くない）疾患がボ
リュームゾーンとなる一方、高度・専門的な治療が求められる（医療資源投入量が多い）疾患は相対的に縮
小。

○ 減少傾向にある高度・専門的な治療が求められる疾患（症例）が分散すると、次世代を担う医師を育成す
るための環境を確保できず、県内医療の質の低下や更なる医師不足につながりかねない。
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資料：地域医療構想策定支援ツール、平成29年患者調査（厚生労働省）

肺炎等

心不全等

大腿骨骨折等

脳血管疾患

虚血性心疾患

主ながん

①

②

①：総合的な診療が求められる疾患
②：専門的な治療が求められる疾患

医療技術の進歩は急激

• 経皮的心血管インターベンションの適応が
ACSに絞られてきており、よりAMI／ACSの
対応症例を集約する必要性が出ている。

• 脳梗塞に対する血栓回収術の優先度が高まっ
ており、tPA投与のみに対応できる病院の重要
性が都市部では↓
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〇 後期高齢者の増加に伴い、大きく増える疾患（肺炎、骨折等）
〇 75歳未満の減少に伴い、増えない疾患
〇 それぞれ２つの「入院医療ニーズの変化」に対応する必要

資料：平成29年患者調査（厚生労働省）、社会保障・人口問題研究所 「日本の地域別将来推計人口（平成30（2018）年推計）」
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後期高齢者に多く見られる
「肺炎」等の入院ニーズは

大きく増える

一方で、専門的な手術を要する
「がん」など、それほど入院
ニーズが増えず、減少していく
疾患もある

地域医療構想の必要性「その２」 ～人口構造と入院医療ニーズの変化への対応～

2040年に向けて新たな課題に対応するため、Ⅰ.地域医療構想の
実現に向けた取組、Ⅱ.医療従事者の働き方改革、Ⅲ.医師偏在対策
を三位一体で推進し、総合的な医療提供体制改革を実施

Ⅱ.医師・医療従事者の働き方改革
（医師の時間外労働に対する
上限規制：2024年～）

① 医療機関における労働時間管理の適正
化とマネジメント改革

② 上手な医療のかかり方に向けた普及・啓
発と患者・家族への支援

Ⅲ.実効性のある医師偏在対策
（偏在是正の目標年：2036年）

① 地域及び診療科の医師偏在対策

② 総合診療専門医の確保等のプライマ
リ・ケアへの対応

Ⅰ.医療施設の最適配置の実現と連携

（地域医療構想の実現：2025年まで）

① 全ての公立・公的医療機関等における具体的対応方針の合意形成

② 具体的対応方針の検証と地域医療構想の実現に向けた更なる取組

2040年の医療提供体制を見据えた３つの改革

一体的に推進
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＜将来の医療提供体制の具体像（イメージ）＞＜地域医療構想＞

地域医療構想の課題と具体化の必要性

○ 地域医療構想の策定により、将来必要になると考えられる入院需要量（病床数）は示したものの、当事者
間の協議だけで具体的な将来像を描くことは困難。

○ 医師の働き方改革への対応も視野に入れ、持続可能な入院医療体制の確保に向けた具体的な体制像を検
討、提示する必要がある。

各構想区域に将来必要になると考えられる入院需要量
（病床数）を医療機能ごとに推計したもの。
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具体化

E病院

D病院

C病院

B病院

A病院

将来の体制

高度急性期 急性期 回復期 慢性期

地域医療構想の必要性を踏まえた整理
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○ 人口構造の変化に伴う入院需要の変化（①高度・専門的な医療需要の減、②総合的な診療が求められる医
療需要の増）と医師の働き方改革の両者に対応し、かつ、医療の質の維持・向上を実現するためには、資源

の効果的・効率的な活用という視点がこれまでよりも一層重要となる。

○ そのため、まず、構想区域ごとに規模の大きい病院の体制強化が必要になるのではないか。この際、必然
的に症例の集約が必要になるのではないか。

〇 一方で、規模が相対的に小さい病院においては、救急・急性期対応は縮小していくこととなるが、今後、
最も多くの割合を占めることとなる後期高齢者の入院需要（地域包括ケア病棟に代表される総合的な診療、
在宅患者の急変時対応、在宅復帰に向けた医療等）を担うなど、機能や役割の見直しが必要になるのではな

いか。

E病院

D病院

C病院

B病院

A病院

これまでの体制

高度急性期 急性期 回復期 慢性期

⇒体制の強化が必要ではないか

⇒宿日直基準を満たすため、
機能や役割の見直しが必要で
はないか

※ 今回の新型コロナウイルス感染症の対応を踏まえると、医療資源が充実し対応力の大きい病院を地域の中に残していくこと
が重要。

※ 新型コロナウイルス感染症を踏まえた地域医療構想の取組等について、国のスケジュールはまだ示されていないが、人口構
造の変化や医師確保、働き方改革に対応するため、医療体制の整備、見直しの検討は引き続き進めていく必要がある。

※ 各病院ごとの医師の確保や経営改善のみならず、地域全体として必要な入院需要に対応できる体制となっていることが重
要。（病院を残すことのみを目的とすることや、提供したい医療だけを目指すのではなく、求められる医療を念頭に置いた体
制にシフトしていく。）

⇒区域ごとに異なるものの、急性期・
手術機能以外の役割の模索が必要か

規模の差はあるものの、
複数の病院が類似の機能
を有している状態

魚沼構想区域

17

【魚沼】常勤換算医師数
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魚沼基幹

県立十日町

南魚沼市民

町立湯沢

市立小出

町立津南

齋藤記念

ゆきぐに大和

県立松代

常勤医師 非常勤医師数

常勤 非常勤 合計

魚沼基幹 78 6.3 84.3

県立十日町 21 5.0 26.0

南魚沼市民 13 7.2 20.2

町立湯沢 12 2.7 14.7

市立小出 8 4.8 12.8

町立津南 5 4.9 9.9

齋藤記念 4 2.2 6.2

ゆきぐに大和 3 2.8 5.8

県立松代 4 0.1 4.1
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資料：令和元年度病床機能報告



2021/3/25

4

【魚沼】救急車による搬送 １カ月当たりの数（過去５年）
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平成26年度 平成27年度 平成28年度 平成29年度 平成30年度

魚沼基幹 85.5 91.4 88.3

県立十日町 68.0 59.4 54.9 52.5 50.6

南魚沼市民 22.8

齋藤記念 18.3

市立小出 13.0 18.2 15.9 12.9

町立湯沢 9.3 10.8 10.3 7.5 8.3

県立松代 5.5

町立津南 4.7

ゆきぐに大和 2.8 1.7 2.6

資料：平成30年度DPC導入の影響評価に係る調査「退院患者調査」の結果報告

（注）データ提出月数が12月未満の病院（県立松代病院、斉藤記念病院、南魚沼市民病院：６月、町立津南病院：３月）

【魚沼】救急車による搬送 MDC別（年間）
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MDC01 MDC02 MDC03 MDC04 MDC05 MDC06 MDC07 MDC08 MDC09

MDC10 MDC11 MDC12 MDC13 MDC14 MDC15 MDC16 MDC17 MDC18

MDC 01 神経系疾患

MDC 02 眼科系疾患

MDC 03 耳鼻咽喉科系疾患

MDC 04 呼吸器系疾患

MDC 05 循環器系疾患

MDC 06 消化器系疾患、肝臓・胆道・膵臓疾患

MDC 07 筋骨格系疾患

MDC 08 皮膚・皮下組織の疾患

MDC 09 乳房の疾患

MDC 10 内分泌・栄養・代謝に関する疾患

MDC 11 腎・尿路系疾患及び男性生殖器系疾患

MDC 12 女性生殖器系疾患及び産褥期疾患・異常妊娠分娩

MDC 13 血液・造血器・免疫臓器の疾患

MDC 14 新生児疾患、先天性奇形

MDC 15 小児疾患

MDC 16 外傷・熱傷・中毒

MDC 17 精神疾患

MDC 18 その他
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資料：平成30年度DPC導入の影響評価に係る調査「退院患者調査」の結果報告

（注）データ提出月数が12月未満の病院（県立松代病院、斉藤記念病院、南魚沼市民病院：６月、町立津南病院：３月）

【魚沼】化学療法／放射線療法／全身麻酔件数（年間）
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資料：平成30年度DPC導入の影響評価に係る調査「退院患者調査」の結果報告

（注）データ提出月数が12月未満の病院（県立松代病院、斉藤記念病院、南魚沼市民病院：６月、町立津南病院：３月）

【魚沼】DPC患者数 MDC別（年間）
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MDC 15 小児疾患

MDC 16 外傷・熱傷・中毒

MDC 17 精神疾患

MDC 18 その他
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資料：平成30年度DPC導入の影響評価に係る調査「退院患者調査」の結果報告

（注）データ提出月数が12月未満の病院（県立松代病院、斉藤記念病院、南魚沼市民病院：６月、町立津南病院：３月）

【魚沼】DPC患者数 手術あり* MDC別（年間）
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MDC01 MDC02 MDC03 MDC04 MDC05 MDC06 MDC07 MDC08 MDC09

MDC10 MDC11 MDC12 MDC13 MDC14 MDC15 MDC16 MDC17 MDC18

MDC 01 神経系疾患

MDC 02 眼科系疾患

MDC 03 耳鼻咽喉科系疾患

MDC 04 呼吸器系疾患

MDC 05 循環器系疾患

MDC 06 消化器系疾患、肝臓・胆道・膵臓疾患

MDC 07 筋骨格系疾患

MDC 08 皮膚・皮下組織の疾患

MDC 09 乳房の疾患

MDC 10 内分泌・栄養・代謝に関する疾患

MDC 11 腎・尿路系疾患及び男性生殖器系疾患

MDC 12 女性生殖器系疾患及び産褥期疾患・異常妊娠分娩

MDC 13 血液・造血器・免疫臓器の疾患

MDC 14 新生児疾患、先天性奇形

MDC 15 小児疾患

MDC 16 外傷・熱傷・中毒

MDC 17 精神疾患

MDC 18 その他
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資料：平成30年度DPC導入の影響評価に係る調査「退院患者調査」の結果報告

（注）データ提出月数が12月未満の病院（県立松代病院、斉藤記念病院、南魚沼市民病院：６月、町立津南病院：３月）

＊実施した手術が輸血関連手技（K920 輸血、K920-2 
輸血管理料およびK923 術中術後自己血回収術）のみの
症例の場合は含まれていない。

医療を取り巻く状況の変化

• 人口構造変化

• 医師はたらき方改革への対応

• 後期高齢者以外の医療ニーズは今後、大幅
に減少傾向

• 医療技術の高度化と集約化により、

「集約された高度急性期病院」の近隣の
「急性期」病院は戦略変更を余儀なくされる

24
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地域医療構想の実現に向けた今後の進め方

＜基本的な考え方＞

➢「医療圏毎の目指すべき姿を示した地域医療構想」の実現に向けて、各種取組を進めて行く。

➢ どの地域の住民も、必要な時に質の高い専門的医療から在宅医療までの医療サービスを受けられる体制を整備する。

➢「医師の働き方改革」にも対応でき、医療従事者にとって魅力のある働きやすい環境を整備する。

＜今後の方向性（案）＞

2025年を目途に、専門的医療の確保の観点から、各構想区域に以下の病院を整備することとしてはどうか。

① 中核病院（仮称）

以下のような役割を全て担い、各構想区域の最後の砦となる入院機能を備えた病院として位置づける。

➢ がんの一般的な治療（例：胃や大腸の手術）を提供できる

➢ 脳卒中及び心筋梗塞の高度・専門的な治療を提供できる

➢ 救急車を断らない

② 連携病院（仮称）

以下のような需要の増加が見込まれる疾患に対応できる役割（救急応需を含む）を担い、中核病院が本来
の機能を果たせるようなサポート機能を備えた病院として位置づける。（複数の病院の連携により対応する
ことも想定）

➢ 心不全、肺炎、尿路感染症、大腿骨骨折患者の受入れ

※各類型の病院の規模や機能の範囲は画一的に定めるものではなく、地域特性等を踏まえて整備を進めるものとする。

※将来の入院医療需要を勘案し、既存病院のダウンサイジングや資源集約も視野に入れながら整備を進めるものとする。

※資源集約に限らず、魅力ある環境の整備を通じて、医療体制の維持に必要な医師等を確保する。

※上記以外の病院（慢性期などの地域に密着する病院などを含む）の整備方針については、別途検討する。

＜コンセプト＞

➢各構想区域内に持続可能な「救急」と「手術」が確保され、一定程度の入院医療を完結できる体制を構築する。

➢専門的医療から、回復期・慢性期医療および在宅医療まで、関係機関相互の連携により、地域全体で切れ目なく必要な医療
が提供される体制を構築する。
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地域医療構想が必要な理由「その２」

～医師の働き方改革への対応～

26
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週40時間未満 週40-60時間 週60-80時間 週80時間以上

○ 医師の長時間労働を抜本的に解消するため、2024年度以降、時間外労働の上限を
原則：年間960時間（週の労働時間：60時間）以内へ

病院勤務医の週勤務時間の区分別割合
病院勤務医の約４割が労働
時間を３分の２～半分以下

にする必要

医師の働き方改革（医師の時間外労働の上限規制）とは

27

原則として
週60時間以内に短縮

※厚生労働省第９回医師の働き方改革に関する検討会（H30.9.3）資料４を基に作成

※例外的に年間1860時間以内まで認められる場合あり

地域医療構想の必要性「その１」 ～医師の働き方改革への対応～

○ 医師が４人以上いない診療科では、2024年度以降、休日・夜間（時間外）の診
療体制（＝救急体制）を確保することができなくなる

A病院 B病院 C病院

●●●科 ●●●科 ●●●科

休日・夜間に医師を配置できなくなる
休日・夜間に１名の医師を
配置することができる

28

※ただし、４名の医師がそれぞれ年間1860
時間（月155時間）程度の時間外勤務に従
事することが必要

（４人） （３人） （２人）

（さらなる集約化も必要？）

それでも
激務！

医療を取り巻く状況の変化

• 人口構造変化

• 医師はたらき方改革への対応

• 後期高齢者以外の医療ニーズは今後、大幅
に減少傾向

• 医療技術の高度化と集約化により、

「集約された高度急性期病院」の近隣の
「急性期」病院は戦略変更を余儀なくされる

29

本日のお話

1.地域医療の政策動向

2.総合診療医の必要性がなぜ高まっ
ているのか？

3.何がボトルネックなのか？

30
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地域医療構想の実現に向けた課題

31

○ 連携を行う病院（仮称）については、区域によって程度の差はあるものの、軽症急性期や急性期経過後の
受け入れ・退院支援、在宅医療機能などを中心に担うことが想定される。

○ これらの地域包括ケア病棟に代表されるような機能を担うにあたっては、以下のような課題への対応が必
要と考えられる。

＜人材＞
➢ 地域包括ケア、総合的な診療（後期高齢者を中心とする誤嚥性肺炎、尿路感染症、心不全急性増悪
等）、在宅復帰に向けた医療等を中心的に担う医師や看護師についての課題
（例）
・従来のキャリアパスや医局派遣において必ずしも典型的ではないこれらの医師の確保・育成をどのよ
うに行うのか（総合的な診療能力の獲得を含む）

・これらの診療を継続する上でのモチベーション維持、必要なスキルアップをどのように考えるか
・このようなニーズの高い診療の社会的・医学的価値をどのように高めるか

＜マネジメント＞
➢ 経営的な持続可能性や収支の安定のための経営モデルの確立をどのように考えるか
➢ 経営層のマネジメント意識の向上やリーダーシップの醸成をどのように考えるか

＜診療体系・診療連携＞
➢ 退院先（介護施設等（特に介護医療院）との連携）をどのように確保していくか
➢ 救急患者の受入をどの程度行えるのか（かかりつけ患者のみ、在宅患者の急変時対応、特に休日・夜間
の対応（宿日直基準を満たすには休日・夜間の対応は困難ではないか）など）

地域包括ケア病棟に代表されるような機能を担う連携を行う病院（仮称）のモデルとして、先行事例の運営
手法や取組を参考にできないか。

本日のお話

1.地域医療の政策動向

2.総合診療医の必要性がなぜ高まっ
ているのか？

3.何がボトルネックなのか？

32

待遇改善

努力の不足

・小規模病院では、内科系がほとんどの診療報酬を稼いで
いるが…？
・なぜか1,200万で僻地に来てくれると信じる担当者

小規模公立

病院の利害

• 少ない医療需要でも経営が可能（交付金、繰入）
• 医師の継続的な供給源が限られる（単発での雇用力がな
いため、医局派遣等に頼る＝例えバイト中心でも）

• 患者が多様化することを喜ばない病棟も

なぜ、総合診療医の活用が
さらに進まないのか？（私見）

33

ポジションを

確保する上で

・既存人事を超えて病院長・部長を務めるためには、マネ
ジメント能力・教育能力が必要になる。
・マネジメント能力＝患者マネジメント、院内マネジメン
ト、地域マネジメント

【魚沼】化学療法／放射線療法／全身麻酔件数（年間）
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資料：平成30年度DPC導入の影響評価に係る調査「退院患者調査」の結果報告

（注）データ提出月数が12月未満の病院（県立松代病院、斉藤記念病院、南魚沼市民病院：６月、町立津南病院：３月）

抱える課題の例 ①

• 多様な患者で構成される病棟のマネジメ
ントが求められる

• 地域社会との医介連携、包括ケアマネジ
メント、公衆衛生的介入が求められる

• 病棟マネジメント ⇒より総合的な患者管理

⇒看護師等の教育

⇒仕組みづくり

• 地域社会 ⇒ 連携づくり＝仕組みづくり

⇒ 公衆衛生＝MPH的スキル

35

抱える課題の例 ②

• 内科系の勤務医が２名しかいないた
め、総合診療医を確保し、拡大する必
要。さらに、チームビルディングする
必要

• 医師のリクルート ⇒組織行動学

• チームビルディング⇒〃、リーダーシップ

• 院長、事務長との待遇交渉⇒〃、交渉学

• 地域の政治家、首長との交渉⇒〃、政治学

36
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新潟県福祉保健部
医師・看護職員確保対策課

住所：新潟県新潟市中央区新光町4番地１

TEL：０２５－２８０－５９６９

MAIL：ngt040290@pref.niigata.lg.jp

総合的な診療能力を持つ医師の養成・確保に向け、
新潟県と新潟大学医学部は連携して取り組みます

新潟県

県と新潟大学医学部の協定締結の概要

花角知事と染矢医学部長からのコメント

01

令和３年１月19日に、新潟県と新潟大学医学

部は、総合的な診療能力を持つ医師の養成等に係

る協定を締結する調印式を行いました。

将来の人口構造の変化に伴う医療需要の変化等

に対応し、県内のどこに住んでいても、安心して

医療を受けられる環境づくりを進めるためには、

今後、総合的な診療を中心的に担う医師を確保し

ていくことが、より求められているため、新潟県

と新潟大学医学部が連携し、これらの医師の卒前

からの養成等に取り組むこととしました。

ＨＰURL：https://www.ishinavi-niigata.jp/

新潟県は医師偏在指標によれば、全国トップの医師不足県と

なっています。

医師の数の確保については、新潟大学にご協力いただき、地

域枠を増やすことなどを行ってきたほか、国に対し、臨床研修

や専門研修の制度改正などを強く働きかけており、数の確保を

目指すということは引き続きしっかりと取り組んでまいります

が、医師の数が確保出来れば良いのかと考えております。

医療の世界も専門化、高度化が進んでおり、臓器別・疾患別

に専門医がどんどん育成されております。それはそれで大変結

構だと思いますが、地域医療の中で見たときに、高齢化が進み、

1人の高齢者が2つも、3つも、様々な疾患を抱えることは、ご

く当たり前のことになってくる中で、地域包括ケアシステムに

おいても、中心的な部分を担っていただきながら、患者さんが

複数の疾患を抱えてこられた時にも、適切に診断を行い、適切

に必要な専門医に繋ぐことも出来、その疾患の背景にあるよう

な生活の課題、

花角知事のあいさつ

染矢医学部長のあいさつ

心理的、社会的な部分まで、総合的に診ていただける総合診療医を確

保していくことが、医師の数を確保していく問題と並んで必要であり、

大きな課題であると考えております。

今年度、新潟大学医学部の総合的な診療能力を持つ医師の養成推進

事業が国に採択されところであり、これらの医師を早急に確保するた

め、新潟大学と県でしっかり連携しながら、地域医療をより良くして

いくための総合診療医を確保していくという事業を一緒に進めてまい

りたいと思っております。

県からは、様々な地域医療の課題や現状などの情報提供をさせてい

ただく中で、大学において、それらの情報を医学生の教育あるいは卒

業後のキャリア形成支援のために活かしていただければと思います。

医学生に対する授業を行い、医師を養成する大学側と、行政を担う

県、それから地域も上手に巻き込み、３者が連携しながら、県内のど

こに住んでいても安心して医療を受けられるような環境づくりを進め

てまいりたいと思いますので、どうかこれからもご協力をお願い申し

上げます。ために、時には海外に留学したり、研究にも従事したりと

いったような総合的なキャリア支援を行うということで、ぜひ多くの

医学生、それからもう既にドクターになっておられる先生方に、この

事業に協力をいただいて、新潟県に1人でも多くの優秀な総合診療能力

を持った医師を育成してまいりたいということでございます。 この

事業にあたって、医学生の卒前教育においては、新潟県の県立病院を

はじめとする地域医療を支える病院での実習が非常に大事になります

し、地域枠の学生が卒後地域の病院に配置されるということにおきま

しても、総合的な診療能力を高めるような配置を新潟県にお願いしな

くてはならないため、新潟大学単独ではもちろん出来ません。新潟県

のお力をいただきながら、この事業を進めていきたいと思っておりま

すので、今回このような協定が結ばれるということを大変有り難く

思っております。

これから、長い道のりになると思いますが、新潟県の医師確保、そ

して医療を支えるという極めて大きな事業になると思いますので、ぜ

ひ皆様のご協力をいただきたいと思います。どうぞよろしくお願い致

します。

にいがた地域医療リーダーシップ
育成枠（初期研修）

• 県内の初期研修医に対し、自己研鑽とし
て、マネジメント、リーダーシップスキ
ルの習得、実践、フィードバックを行う
プログラム

• 定員：若干名

• 開始：R４年度

39


